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教職課程コアカリキュラム作成の背景と考え方 

（１） 作成の背景 

国民は、公教育の担い手である教員に対して、その職への適性と高い資質能力を期待し

ている。それに応えるためには、教員の養成・採用・研修の各段階を通じた不断の改善努

力が求められるが、その中でも教員資格の付与に当たる教職課程の在り方は、最も重要視

されなければならない。 

我が国の教員養成においては、将来、知識基盤社会を生きることになる幼児・児童・生

徒の教育に、幅広い視野と高度の専門的知識・技能を兼ね備えた高度専門職である教員が

当たることを目的として、教員養成の基幹部分をなしている教職課程は原則として大学に

おける教育研究の一環として学芸の成果を基盤に営まれることになっている。同時に、教

員は教職に就いたその日から、学校という公的組織の一員として実践的任務に当たること

となるため、教職課程には実践性が求められている。このため教職課程は、学芸と実践性

の両面を兼ね備えていることが必要とされ、教員養成は常にこの二つの側面を融合するこ

とで高い水準の教員を養成することが求められてきた。 

しかし、この要請に応えることは簡単ではなく、戦後発足した「大学における教員養

成」を巡る様々な議論や批判は、基本的にはこの課題に起因するものであった。従来、大

学では学芸的側面が強調される傾向があり、そのことは、課題が複雑・多様化する教育現

場から、例えば初任者が実践的指導力や学校現場が抱える課題への対応力を十分に身に付

けていない等の批判を受けてきたところである。一方、近時においては、教職課程のあり

方、内容、方法について、大学側において反省的検討が進められる動向があり、さまざま

な提言や実践的成果の報告が行われるようになってきている。 

こうした状況において、教職課程の質的水準に寄与するコアカリキュラム作成の必要性

については、平成 13 年の「国立の教員養成系大学・学部の在り方に関する懇談会」の報告

以降、幾度となく同様の趣旨の提言や試案が審議会や関係団体等においてなされてきた。

直近では、平成 27 年の中央教育審議会答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の

向上について」において「大学が教職課程を編成するに当たり参考とする指針（教職課程

コアカリキュラム）を関係者が共同で作成することで，教員の養成，研修を通じた教員育

成における全国的な水準の確保を行っていくことが必要である。」との提言を受けている。

この答申を契機に、「教職課程コアカリキュラムの在り方に関する検討会」が開催され検討

を行うこととなった。 
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（２） 教職課程コアカリキュラム作成の目的 

教職課程コアカリキュラムは、教育職員免許法及び同施行規則に基づき全国すべての大

学の教職課程で共通的に修得すべき資質能力を示すものである。 

各大学においては、教職課程コアカリキュラムの定める内容を学生に修得させたうえ

で、これに加えて、地域や学校現場のニーズに対応した教育内容や、大学の自主性や独自

性を発揮した教育内容を修得させることが当然である。したがって、教職課程コアカリキ

ュラムは地域や学校現場のニーズや大学の自主性や独自性が教職課程に反映されることを

阻害するものではなく、むしろ、それらを尊重した上で、各大学が責任をもって教員養成

に取り組み教師を育成する仕組みを構築することで教職課程全体の質保証を目指すもので

ある。 

（３） 教職課程コアカリキュラムの作成方針・留意点 

教職課程は、医学教育、獣医学教育、法科大学院教育等の既にコアカリキュラムが作成さ

れている専門職業人養成課程と異なり、取得を目指す教員免許の学校種（幼稚園、小学校、

中学校、高等学校、特別支援学校等）、教科（国語、社会、数学、理科等）、職種（教諭、養

護教諭、栄養教諭等）、免許状の種類（二種免許状、一種免許状、専修免許状）など多岐に

わたる。 

このため、各々に対応したコアカリキュラムを作成するのではなく、まず、学校種や職種

の共通性の高い、現行の「教職に関する科目」について作成することとし、学校種や職種に

応じた留意が必要な点についてはその旨を補足することとする。なお、教職実践演習につい

ては平成 18 年の中央教育審議会答申「今後の教員養成・免許制度の在り方について」にお

いて授業内容例や到達目標等が示されており、多くの大学で答申の内容に基づきながら独自

に、また多様な形態により授業等が行われていることから、新たにコアカリキュラムを作成

する必要はないと判断した。 

また、このコアカリキュラムでは対象としなかった現行の「教科に関する科目」について

は、小学校・中学校・高等学校の英語科に関する内容を定めた「英語教育コアカリキュラム

1」や、幼稚園の主に領域に関する専門的事項についてのモデルカリキュラム2の調査研究が

行われているが、その他の学校種・教科におけるコアカリキュラムについても今後順次整備

1 平成２７～２８年度「英語教員の英語力・指導力強化のための調査研究事業」により国立大学法人東
京学芸大学に委託され実施された研究による。 

2 平成２８年度「幼児期の教育内容等深化・充実調査研究」により一般社団法人保育教諭養成課程研究
会に委託され実施された研究による。 
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されることを求めたい。 

なお、先行する分野のコアカリキュラムに倣い、教職課程の各事項について、当該事項

を履修することによって学生が修得する資質能力を「全体目標」、全体目標を内容のまとま

り毎に分化させた「一般目標」、学生が一般目標に到達するために達成すべき個々の規準を

「到達目標」として表すこととした。なお、これらの目標は教職課程における教育内容に

ついて規定したものであって、目標の数が大学における授業科目の単位数や授業回数等を

縛るものではない。 

さらに、教職課程で修得すべき資質能力については、学校を巡る状況の変化やそれに伴

う制度改正（教育職員免許法施行規則、学習指導要領等）によって、今後も変化しうるも

のであるため、今回作成する教職課程コアカリキュラムについては、今後も必要に応じて

改訂を行っていくことが望まれる。 

教職課程コアカリキュラムは、教育職員免許法施行規則に規定する各事項について修得

すべき資質能力を示すものであるが、教員には、使命感や責任感、教育的愛情、総合的人

間力、コミュニケーション能力等、教育職員免許法施行規則に規定する各事項に納まらな

い総合的な資質能力が求められていることは、これまでの累次の答申等で示されている通

りである。このため、教員を養成する大学、教員を採用・研修する教育委員会や学校法人

等の関係者は相互に連携して学習機会や研修機会を設けることにより、養成・採用・研修

の各段階を通じて、教員に求められる資質能力を常に向上させることが望まれる。 

（４） 教職課程コアカリキュラムの活用について 

教職課程の質保証や教員の資質能力の向上のためには、教員を養成する大学、教員を採用

・研修する教育委員会や学校法人、教育制度を所管する文部科学省等の各関係者が認識を共

有して取組を進める必要がある。教職課程コアカリキュラムを活用した教員養成の質保証を

実現するために、教員の養成・採用・制度に関わる各関係者においては以下の点に留意し、

教職課程コアカリキュラムを活用することが求められる。 

（大学関係者） 

・ 各大学において教職課程を編成する際には、教職課程コアカリキュラムの内容や「校

長及び教員としての資質の向上に関する指標」を踏まえるとともに、大学や担当教員に

よる創意工夫を加え、体系性をもった教職課程になるよう留意すること。 

その際、例えば、幼稚園教育においては、各教科等の授業を通じた学習ではなく遊び

を通しての総合的な指導を中心とすること等、学校種や職種の特性を踏まえて創意工夫
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を行うことが必要であること。 

・ 教職課程の担当教員一人一人が担当科目のシラバスを作成する際や授業等を実施する

際に、学生が当該事項に関する教職課程コアカリキュラムの「全体目標」「一般目標」「

到達目標」の内容を修得できるよう授業を設計・実施し、大学として責任をもって単位

認定を行うこと。 

・ 教職課程を履修する学生に対して、教職課程コアカリキュラムや教育委員会が定める

「校長及び教員としての資質の向上に関する指標」等の内容も踏まえ、早い段階から教

員としての適性を見極める機会を提供したり、卒業時までに修得すべき資質能力につい

て見通しをもって学べるよう指導を行うこと。 

（採用者（教育委員会関係者、学校法人関係者等）） 

・ 教員養成を担う全国の大学で教職課程コアカリキュラムの内容を反映させた教育が行

われるようになることを前提として、これを踏まえた教員採用選考の実施や「校長及び

教員としての資質の向上に関する指標」の検討を行うこと。 

（国（文部科学省）） 

・ 大学や教育委員会等の関係者に対して、教職課程コアカリキュラムの内容や活用方法

が理解されるよう広く周知を行うこと。 

・ 教職課程コアカリキュラムが各大学の教職課程の質保証につながるよう、教職課程の

審査・認定及び実地視察において、教職課程コアカリキュラムを活用すること。 

今後、教職課程コアカリキュラムが各関係者において、広く、効果的に活用され、教職課

程の質保証や教員の資質能力、ひいては我が国の学校教育の質の向上に寄与することを期待

する。 
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・教科及び教科の指導法に関する科目 

・領域及び保育内容の指導法に関する科目 

各科目に含めることが必要な事項 一般目標数 到達目標数 

(小)８ 
各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。） ２ 

(中･高)１０ 

保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。） ２ ９ 
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各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）

当該教科における教育目標、育成を目指す資質・能力を理解し、学習指導要領に示され全体目標：
た当該教科の学習内容について背景となる学問領域と関連させて理解を深めるととも
に、様々な学習指導理論を踏まえて具体的な授業場面を想定した授業設計を行う方法
を身に付ける。

（１）当該教科の目標及び内容

一般目標：
学習指導要領に示された当該教科の目標や内容を理解する。

到達目標： １） 学習指導要領における当該教科の目標及び主な内容並びに全体構造を理解している。

２） 個別の学習内容について指導上の留意点を理解している。

３） 当該教科の学習評価の考え方を理解している。

４） 当該教科と背景となる学問領域との関係を理解し、教材研究に活用することができる。

５） 発展的な学習内容について探究し、学習指導への位置付けを考察することができる。

※中学校教諭及び高等学校教諭

（２）当該教科の指導方法と授業設計

一般目標：
基礎的な学習指導理論を理解し、具体的な授業場面を想定した授業設計を行う方法を
身に付ける。

子供の認識・思考、学力等の実態を視野に入れた授業設計の重要性を理解してい
到達目標： １）

る。

当該教科の特性に応じた情報機器及び教材の効果的な活用法を理解し、授業設計に活
２）
用することができる。

学習指導案の構成を理解し、具体的な授業を想定した授業設計と学習指導案を作成す
３）
ることができる。

４） 模擬授業の実施とその振り返りを通して、授業改善の視点を身に付けている。

５） 当該教科における実践研究の動向を知り、授業設計の向上に取り組むことができる。

※中学校教諭及び高等学校教諭
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保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）

幼稚園教育において育みたい資質・能力を理解し、幼稚園教育要領に示された当該領全体目標：
域のねらい及び内容について背景となる専門領域と関連させて理解を深めるとともに、
幼児の発達に即して、主体的・対話的で深い学びが実現する過程を踏まえて具体的な指
導場面を想定して保育を構想する方法を身に付ける。

（１）各領域のねらい及び内容

一般目標：
幼稚園教育要領に示された幼稚園教育の基本を踏まえ、各領域のねらい及び内容を理
解する。

幼稚園教育要領における幼稚園教育の基本、各領域のねらい及び内容並びに全体構
到達目標： １）

造を理解している。

当該領域のねらい及び内容を踏まえ、幼児が経験し身に付けていく内容と指導上の留意
２）
点を理解している。

３） 幼稚園教育における評価の考え方を理解している。

領域ごとに幼児が経験し身に付けていく内容の関連性や小学校の教科等とのつながり
４）
を理解している。

（２）保育内容の指導方法と保育の構想

一般目標：
幼児の発達や学びの過程を理解し、具体的な指導場面を想定して保育を構想する方法
を身に付ける。

１） 幼児の認識・思考、動き等を視野に入れた保育の構想の重要性を理解している。
到達目標： 

各領域の特性や幼児の体験との関連を考慮した情報機器及び教材の活用法を理解し、
２）
保育の構想に活用することができる。

３） 指導案の構成を理解し、具体的な保育を想定した指導案を作成することができる。

４） 模擬保育とその振り返りを通して、保育を改善する視点を身に付けている。

各領域の特性に応じた保育実践の動向を知り、保育構想の向上に取り組むことができ
５）
る。
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教育の基礎的理解に関する科目 

各科目に含めることが必要な事項 一般目標数 到達目標数 

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 ３ ８ 

教職の意義及び教員の役割・職務内容 
４ ８ 

（チーム学校運営への対応を含む。） 

教育に関する社会的、制度的又は経営的事項 
３ ※３ ８ ※３ 

（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含む。） 

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程 ２ ５ 

特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解 ３ ８ 

教育課程の意義及び編成の方法 
３ ８ 

（カリキュラム・マネジメントを含む。） 

※３ 本事項は現代の学校教育に関する社会的、制度的又は経営的事項のいずれかを修得すること

とされており、各事項について１つずつ一般目標及び４つずつ到達目標が設定されている。 
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教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想

全体目標： 教育の基本的概念は何か、また、教育の理念にはどのようなものがあり、教育の歴史や
思想において、それらがどのように現れてきたかについて学ぶとともに、これまでの教育
及び学校の営みがどのように捉えられ、変遷してきたのかを理解する。

（１）教育の基本的概念

一般目標：
教育の基本的概念を身に付けるとともに、教育を成り立たせる諸要因とそれら相互の関
係を理解する。

到達目標： １） 教育学の諸概念並びに教育の本質及び目標を理解している。

子供・教員・家庭・学校など教育を成り立たせる要素とそれらの相互関係を理解してい
２）
る。

（２）教育に関する歴史

一般目標：
教育の歴史に関する基礎的知識を身に付け、それらと多様な教育の理念との関わりや
過去から現代に至るまでの教育及び学校の変遷を理解する。

到達目標： １） 家族と社会による教育の歴史を理解している。

２） 近代教育制度の成立と展開を理解している。

３） 現代社会における教育課題を歴史的な視点から理解している。

（３）教育に関する思想

一般目標：
教育に関する様々な思想、それらと多様な教育の理念や実際の教育及び学校との関わ
りを理解している。

到達目標： １） 家庭や子供に関わる教育の思想を理解している。

２） 学校や学習に関わる教育の思想を理解している。

３） 代表的な教育家の思想を理解している。



-12-

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応を含む。）

全体目標： 現代社会における教職の重要性の高まりを背景に、教職の意義、教員の役割・資質能
力・職務内容等について身に付け、教職への意欲を高め、さらに適性を判断し、進路選
択に資する教職の在り方を理解する。

（１）教職の意義

一般目標：
我が国における今日の学校教育や教職の社会的意義を理解する。

到達目標： １） 公教育の目的とその担い手である教員の存在意義を理解している。

２） 進路選択に向け、他の職業との比較を通して、教職の職業的特徴を理解している。

（２）教員の役割

一般目標：
教育の動向を踏まえ、今日の教員に求められる役割や資質能力を理解する。

到達目標： １） 教職観の変遷を踏まえ、今日の教員に求められる役割を理解している。

２） 今日の教員に求められる基礎的な資質能力を理解している。

（３）教員の職務内容

一般目標：
教員の職務内容の全体像や教員に課せられる服務上・身分上の義務を理解する。

幼児、児童及び生徒への指導及び指導以外の校務を含めた教員の職務の全体像を理
到達目標： １）

解している。

教員研修の意義及び制度上の位置付け並びに専門職として適切に職務を遂行するため
２）
生涯にわたって学び続けることの必要性を理解している。

３） 教員に課せられる服務上・身分上の義務及び身分保障を理解している。

（４）チーム学校運営への対応

一般目標：
学校の担う役割が拡大・多様化する中で、学校が内外の専門家等と連携・分担して対応
する必要性について理解する。

校内の教職員や多様な専門性を持つ人材と効果的に連携・分担し、チームとして組織的
到達目標： １）

に諸課題に対応することの重要性を理解している。
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教育に関する社会的、制度的又は経営的事項
（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）

全体目標： 現代の学校教育に関する社会的、制度的又は経営的事項のいずれかについて、基礎的
な知識を身に付けるとともに、それらに関連する課題を理解する。なお、学校と地域との
連携に関する理解及び学校安全への対応に関する基礎的知識も身に付ける。

*(1-1),(1-2),(1-3) はいずれかを習得し、そこに記載されている一般目標と到達目標に沿ってシラバスを編
成する。なお、この３つのうち、２つ以上を含んでシラバスを編成する場合は、それぞれの１）から３）までを
含むこと。

（１－１）教育に関する社会的事項

一般目標： 社会の状況を理解し、その変化が学校教育にもたらす影響とそこから生じる課題、並び
にそれに対応するための教育政策の動向を理解する。

到達目標： １） 学校を巡る近年の様々な状況の変化を理解している。

２） 子供の生活の変化を踏まえた指導上の課題を理解している。

３） 近年の教育政策の動向を理解している。

４） 諸外国の教育事情や教育改革の動向を理解している。

（１－２）教育に関する制度的事項

一般目標： 現代公教育制度の意義・原理・構造について、その法的・制度的仕組みに関する基礎的
知識を身に付けるとともに、そこに内在する課題を理解する。

到達目標： １） 公教育の原理及び理念を理解している。

２） 公教育制度を構成している教育関係法規を理解している。

３） 教育制度を支える教育行政の理念と仕組みを理解している。

４） 教育制度をめぐる諸課題について例示することができる。

（１－３）教育に関する経営的事項

一般目標：
学校や教育行政機関の目的とその実現について、経営の観点から理解する。

到達目標： １） 公教育の目的を実現するための学校経営の望むべき姿を理解している。

学校における教育活動の年間の流れと学校評価の基礎理論を含めたＰＤＣＡの重要性
２）
を理解している。

３） 学級経営の仕組みと効果的な方法を理解している。

４） 教職員や学校外の関係者・関係機関との連携・協働の在り方や重要性を理解している。

（２）学校と地域との連携

一般目標： 学校と地域との連携の意義や地域との協働の仕方について、取り組み事例を踏まえて
理解する。

到達目標： １） 地域との連携・協働による学校教育活動の意義及び方法を理解している。

２） 地域との連携を基とする開かれた学校づくりが進められてきた経緯を理解している。

（３）学校安全への対応

一般目標： 学校の管理下で起こる事件、事故及び災害の実情を踏まえて、学校保健安全法に基づ
く、危機管理を含む学校安全の目的と具体的な取組を理解する。

学校の管理下で発生する事件、事故及び災害の実情を踏まえ、危機管理や事故対応を
到達目標： １）

含む学校安全の必要性について理解している。

生活安全・交通安全・災害安全の各領域や我が国の学校をとりまく新たな安全上の課題
２）
について、安全管理及び安全教育の両面から具体的な取組を理解している。
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幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程

全体目標 幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程について、基礎的な知識を身につ
け、各発達段階における心理的特性を踏まえた学習活動を支える指導の基礎となる考
え方を理解する。

（１）幼児、児童及び生徒の心身の発達の過程

一般目標：
幼児、児童及び生徒の心身の発達の過程及び特徴を理解する。

幼児、児童及び生徒の心身の発達に対する外的及び内的要因の相互作用、発達に関
到達目標： １） する代表的理論を踏まえ、発達の概念及び教育における発達理解の意義を理解してい

る。

乳幼児期から青年期の各時期における運動発達・言語発達・認知発達・社会性の発達
２）
について、その具体的な内容を理解している。

（２）幼児、児童及び生徒の学習の過程

一般目標：
幼児、児童及び生徒の学習に関する基礎的知識を身に付け、発達を踏まえた学習を支
える指導について基礎的な考え方を理解する。

到達目標： １） 様々な学習の形態や概念及びその過程を説明する代表的理論の基礎を理解している。

主体的学習を支える動機づけ・集団づくり・学習評価の在り方について、発達の特徴と関
２）
連付けて理解している。

幼児、児童及び生徒の心身の発達を踏まえ、主体的な学習活動を支える指導の基礎と
３）
なる考え方を理解している。
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特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解

通常の学級にも在籍している発達障害や軽度知的障害をはじめとする様々な障害等に
より特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒が授業において学習活動に参加して全体目標：
いる実感・達成感をもちながら学び、生きる力を身に付けていくことができるよう、幼児、
児童及び生徒の学習上又は生活上の困難を理解し、個別の教育的ニーズに対して、他
の教員や関係機関と連携しながら組織的に対応していくために必要な知識や支援方法
を理解する。

（１）特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の理解

一般目標：
特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の障害の特性及び心身の発達を理解す
る。

インクルーシブ教育システムを含めた特別支援教育に関する制度の理念や仕組みを理
到達目標： １）

解している。

発達障害や軽度知的障害をはじめとする特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒
２）
の心身の発達、心理的特性及び学習の過程を理解している。

視覚障害・聴覚障害・知的障害・肢体不自由・病弱等を含む様々な障害のある幼児、児
３）
童及び生徒の学習上又は生活上の困難について基礎的な知識を身に付けている。

（２）特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の教育課程及び支援の方法

一般目標：
特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する教育課程や支援の方法を理解す
る。

発達障害や軽度知的障害をはじめとする特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒
到達目標： １）

に対する支援の方法について例示することができる。

２） 「通級による指導」及び「自立活動」の教育課程上の位置付けと内容を理解している。

特別支援教育に関する教育課程の枠組みを踏まえ、個別の指導計画及び個別の教育
３）
支援計画を作成する意義と方法を理解している。

特別支援教育コーディネーター、関係機関・家庭と連携しながら支援体制を構築すること
４）
の必要性を理解している。

（３）障害はないが特別の教育的ニーズのある幼児、児童及び生徒の把握や支援

一般目標：
障害はないが特別の教育的ニーズのある幼児、児童及び生徒の学習上又は生活上の
困難とその対応を理解する。

母国語や貧困の問題等により特別の教育的ニーズのある幼児、児童及び生徒の学習上
到達目標： １）

又は生活上の困難や組織的な対応の必要性を理解している。
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教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメントを含む。）

全体目標： 学習指導要領を基準として各学校において編成される教育課程について、その意義や
編成の方法を理解するとともに、各学校の実情に合わせてカリキュラム・マネジメントを
行うことの意義を理解する。

（１）教育課程の意義

一般目標：
学校教育において教育課程が有する役割・機能・意義を理解する。

学習指導要領・幼稚園教育要領の性格及び位置付け並びに教育課程編成の目的を理
到達目標： １）

解している。

学習指導要領・幼稚園教育要領の改訂の変遷及び主な改訂内容並びにその社会的背
２）
景を理解している。

３） 教育課程が社会において果たしている役割や機能を理解している。

（２）教育課程の編成の方法

一般目標：
教育課程編成の基本原理及び学校の教育実践に即した教育課程編成の方法を理解す
る。

到達目標： １） 教育課程編成の基本原理を理解している。

２） 教科・領域を横断して教育内容を選択・配列する方法を例示することができる。

単元・学期・学年をまたいだ長期的な視野から、また幼児、児童及び生徒や学校・地域の
３）
実態を踏まえて教育課程や指導計画を検討することの重要性を理解している。

（３）カリキュラム・マネジメント

一般目標：
教科・領域・学年をまたいでカリキュラムを把握し、学校教育課程全体をマネジメントする
ことの意義を理解する。

到達目標： １） 学習指導要領に規定するカリキュラム・マネジメントの意義や重要性を理解している。

２） カリキュラム評価の基礎的な考え方を理解している。
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道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び 

生徒指導、教育相談等に関する科目 

各科目に含めることが必要な事項 一般目標数 到達目標数 

道徳の理論及び指導法 ２ １０ 

総合的な学習の時間の指導法 ３ ６ 

特別活動の指導法 ２ ８ 

教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。） ３ ８ 

生徒指導の理論及び方法 ３ １０ 

幼児理解の理論及び方法 ２ ７ 

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）
３ ９ 

の理論及び方法 

進路指導及びキャリア教育の理論及び方法 ３ ７ 
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道徳の理論及び指導法

全体目標： 道徳教育は、教育基本法及び学校教育法に定められた教育の根本精神を踏まえ、自己
の生き方や人間としての生き方を考え、主体的な判断の下に行動し、自立した人間とし
て他者と共によりよく生きるための基盤となる道徳性を育成する教育活動である。
道徳の意義や原理等を踏まえ、学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育及びその要
となる道徳科の目標や内容、指導計画等を理解するとともに、教材研究や学習指導案の
作成、模擬授業等を通して、実践的な指導力を身に付ける。

*養護教諭及び栄養教諭の教職課程において「道徳、総合的な学習の時間及び特別活動に関する内容」を開設する
場合は、（１）を習得し、そこに記載されている一般目標と到達目標に沿ってシラバスを編成する。なお、その場合は学
習指導要領の内容を包括的に含むこと。

（１）道徳の理論

一般目標：
道徳の意義や原理等を踏まえ、学校における道徳教育の目標や内容を理解する。

到達目標： １） 道徳の本質（道徳とは何か）を説明できる。

道徳教育の歴史や現代社会における道徳教育の課題（いじめ・情報モラル等）を理解し
２）
ている。

３） 子供の心の成長と道徳性の発達について理解している。

４） 学習指導要領に示された道徳教育及び道徳科の目標及び主な内容を理解している。

（２）道徳の指導法

一般目標：
学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育及びその要となる道徳科における指導計画
や指導方法を理解する。

学校における道徳教育の指導計画や教育活動全体を通じた指導の必要性を理解してい
到達目標： １）

る。

２） 道徳科の特質を生かした多様な指導方法の特徴を理解している。

３） 道徳科における教材の特徴を踏まえて、授業設計に活用することができる。

４） 授業のねらいや指導過程を明確にして、道徳科の学習指導案を作成することができる。

５） 道徳科の特性を踏まえた学習評価の在り方を理解している。

６） 模擬授業の実施とその振り返りを通して、授業改善の視点を身に付けている。
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総合的な学習の時間の指導法

全体目標： 総合的な学習の時間は、探究的な見方・考え方を働かせ、横断的・総合的な学習を行う
ことを通して、よりよく課題を解決し、自己の生き方を考えていくための資質・能力の育成
を目指す。
各教科等で育まれる見方・考え方を総合的に活用して、広範な事象を多様な角度から俯
瞰して捉え、実社会・実生活の課題を探究する学びを実現するために、指導計画の作成
および具体的な指導の仕方、並びに学習活動の評価に関する知識・技能を身に付ける。

*養護教諭及び栄養教諭の教職課程において「道徳、総合的な学習の時間及び特別活動に関する内容」を開設する
場合は、（１）（２）を習得し、そこに記載されている一般目標と到達目標に沿ってシラバスを編成する。なお、その場合
は学習指導要領の内容を包括的に含むこと。

（１）総合的な学習の時間の意義と原理

一般目標：
総合的な学習の時間の意義や、各学校において目標及び内容を定める際の考え方を理
解する。

総合的な学習の時間の意義と教育課程において果たす役割について、教科を越えて必
到達目標： １）

要となる資質・能力の育成の視点から理解している。

学習指導要領における総合的な学習の時間の目標並びに各学校において目標及び内
２）
容を定める際の考え方や留意点を理解している。

（2）総合的な学習の時間の指導計画の作成

一般目標：
総合的な学習の時間の指導計画作成の考え方を理解し、その実現のために必要な基礎
的な能力を身に付ける。

各教科等との関連性を図りながら総合的な学習の時間の年間指導計画を作成すること
到達目標： １）

の重要性と、その具体的な事例を理解している。

主体的・対話的で深い学びを実現するような、総合的な学習の時間の単元計画を作成す
２）
ることの重要性とその具体的な事例を理解している。

（３）総合的な学習の時間の指導と評価

一般目標：
総合的な学習の時間の指導と評価の考え方および実践上の留意点を理解する。

到達目標： １） 探究的な学習の過程及びそれを実現するための具体的な手立てを理解している。

総合的な学習の時間における児童及び生徒の学習状況に関する評価の方法及びその
２）
留意点を理解している。
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特別活動の指導法

全体目標： 特別活動は、学校における様々な構成の集団での活動を通して、課題の発見や解決を
行い、よりよい集団や学校生活を目指して様々に行われる活動の総体である。
学校教育全体における特別活動の意義を理解し、「人間関係形成」・「社会参画」・「自己
実現」の三つの視点や「チームとしての学校」の視点を持つとともに、学年の違いによる
活動の変化、各教科等との往還的な関連、地域住民や他校の教職員と連携した組織的
な対応等の特別活動の特質を踏まえた指導に必要な知識や素養を身に付ける。

*養護教諭及び栄養教諭の教職課程において「道徳、総合的な学習の時間及び特別活動に関する内容」を単独の科
目として開設する場合は、（１）を習得し、そこに記載されている一般目標と到達目標に沿ってシラバスを編成する。な
お、その場合は学習指導要領の内容を包括的に含むこと。

（１）特別活動の意義、目標及び内容

一般目標：
特別活動の意義、目標及び内容を理解する。

到達目標： １） 学習指導要領における特別活動の目標及び主な内容を理解している。

２） 教育課程における特別活動の位置付けと各教科等との関連を理解している。

３） 学級活動・ホームルーム活動の特質を理解している。

４） 児童会・生徒会活動、クラブ活動、学校行事の特質を理解している。

（２）特別活動の指導法

一般目標：
特別活動の指導の在り方を理解する。

到達目標： １） 教育課程全体で取り組む特別活動の指導の在り方を理解している。

２） 特別活動における取組の評価・改善活動の重要性を理解している。

合意形成に向けた話合い活動、意思決定につながる指導及び集団活動の意義や指導
３）
の在り方を例示することができる。

４） 特別活動における家庭・地域住民や関係機関との連携の在り方を理解している。
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教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）

全体目標： 教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）では、これからの社会を担う
子供たちに求められる資質・能力を育成するために必要な、教育の方法、教育の技術、
情報機器及び教材の活用に関する基礎的な知識・技能を身に付ける。

（１）教育の方法論

一般目標：
これからの社会を担う子供たちに求められる資質・能力を育成するために必要な教育の
方法を理解する。

到達目標： １） 教育方法の基礎的理論と実践を理解している。

これからの社会を担う子供たちに求められる資質・能力を育成するための教育方法の在
２）
り方（主体的・対話的で深い学びの実現など）を理解している。

学級・児童及び生徒・教員・教室・教材など授業・保育を構成する基礎的な要件を理解し
３）
ている。

４） 学習評価の基礎的な考え方を理解している。

※幼稚園教諭は「育みたい資質・能力と幼児理解に基づいた評価の基礎的な考え方を
理解している。」

（２）教育の技術

一般目標：
教育の目的に適した指導技術を理解し、身に付ける。

到達目標： １） 話法・板書など、授業・保育を行う上での基礎的な技術を身に付けている。

基礎的な学習指導理論を踏まえて、目標・内容、教材・教具、授業・保育展開、学習形
２）
態、評価規準等の視点を含めた学習指導案を作成することができる。

（３）情報機器及び教材の活用

一般目標：
情報機器を活用した効果的な授業や情報活用能力の育成を視野に入れた適切な教材
の作成・活用に関する基礎的な能力を身に付ける。

子供たちの興味・関心を高めたり課題を明確につかませたり学習内容を的確にまとめさ
到達目標： １）

せたりするために、情報機器を活用して効果的に教材等を作成・提示することができる。

※幼稚園教諭は「子供たちの興味・関心を高めたり学習内容をふりかえったりするため
に、幼児の体験との関連を考慮しながら情報機器を活用して効果的に教材等を作成・提
示することができる。」
子供たちの情報活用能力（情報モラルを含む）を育成するための指導法を理解してい

２）
る。
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生徒指導の理論及び方法

生徒指導は、一人一人の児童及び生徒の人格を尊重し、個性の伸長を図りながら、社会全体目標：
的資質や行動力を高めることを目指して教育活動全体を通じ行われる、学習指導と並ぶ
重要な教育活動である。他の教職員や関係機関と連携しながら組織的に生徒指導を進
めていくために必要な知識・技能や素養を身に付ける。

（１）生徒指導の意義と原理

一般目標：
生徒指導の意義や原理を理解する。

到達目標： １） 教育課程における生徒指導の位置付けを理解している。

各教科・道徳教育・総合的な学習の時間・特別活動における生徒指導の意義や重要性
２）
を理解している。

３） 集団指導・個別指導の方法原理を理解している。

４） 生徒指導体制と教育相談体制それぞれの基礎的な考え方と違いを理解している。

（２）児童及び生徒全体への指導

一般目標：
すべての児童及び生徒を対象とした学級・学年・学校における生徒指導の進め方を理解
する。

学級担任、教科担任その他の校務分掌上の立場や役割並びに学校の指導方針及び年
到達目標： １）

間指導計画に基づいた組織的な取組の重要性を理解している。

基礎的な生活習慣の確立や規範意識の醸成等の日々の生徒指導の在り方を理解して
２）
いる。

児童及び生徒の自己の存在感が育まれるような場や機会の設定の在り方を例示するこ
３）
とができる。

（３）個別の課題を抱える個々の児童及び生徒への指導

一般目標：
児童及び生徒の抱える主な生徒指導上の課題の様態と、養護教諭等の教職員、外部の
専門家、関係機関等との校内外の連携も含めた対応の在り方を理解する。

到達目標： １） 校則・懲戒・体罰等の生徒指導に関する主な法令の内容を理解している。

※高等学校教諭においては停学及び退学を含む。

暴力行為・いじめ・不登校等の生徒指導上の課題の定義及び対応の視点を理解してい
２）
る。

インターネットや性に関する課題、児童虐待への対応等の今日的な生徒指導上の課題
３）
や、専門家や関係機関との連携の在り方を例示することができる。
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幼児理解の理論及び方法

全体目標： 幼児理解は、幼稚園教育のあらゆる営みの基本となるものである。
幼稚園における幼児の生活や遊びの実態に即して、幼児の発達や学び及びその過程で
生じるつまずき、その要因を把握するための原理や対応の方法を考えることができる。

（１）幼児理解の意義と原理

一般目標：
幼児理解についての知識を身に付け、考え方や基礎的態度を理解する。

到達目標： １） 幼児理解の意義を理解している。

２） 幼児理解から発達や学びを捉える原理を理解している。

３） 幼児理解を深めるための教師の基礎的な態度を理解している。

（２）幼児理解の方法

一般目標：
幼児理解の方法を具体的に理解する。

観察と記録の意義や目的・目的に応じた観察法等の基礎的な事柄を例示することができ
到達目標： １）

る。

２） 個と集団の関係を捉える意義や方法を理解している。

３） 幼児のつまずきを周りの幼児との関係やその他の背景から理解している。

４） 保護者の心情と基礎的な対応の方法を理解している。
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教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法

教育相談は、幼児、児童及び生徒が自己理解を深めたり好ましい人間関係を築いたりし全体目標：
ながら、集団の中で適応的に生活する力を育み、個性の伸長や人格の成長を支援する
教育活動である。
幼児、児童及び生徒の発達の状況に即しつつ、個々の心理的特質や教育的課題を適切
に捉え、支援するために必要な基礎的知識（カウンセリングの意義、理論や技法に関す
る基礎的知識を含む）を身に付ける。

（１）教育相談の意義と理論

一般目標：
学校における教育相談の意義と理論を理解する。

到達目標： １） 学校における教育相談の意義と課題を理解している。

２） 教育相談に関わる心理学の基礎的な理論・概念を理解している。

（２）教育相談の方法

一般目標：
教育相談を進める際に必要な基礎的知識（カウンセリングに関する基礎的事柄を含む）
を理解する。

幼児、児童及び生徒の不適応や問題行動の意味並びに幼児、児童及び生徒の発するシ
到達目標： １）

グナルに気づき把握する方法を理解している。

２） 学校教育におけるカウンセリングマインドの必要性を理解している。

３） 受容・傾聴・共感的理解等のカウンセリングの基礎的な姿勢や技法を理解している。

（３）教育相談の展開

一般目標：
教育相談の具体的な進め方やそのポイント、組織的な取組みや連携の必要性を理解す
る。

職種や校務分掌に応じて、幼児、児童及び生徒並びに保護者に対する教育相談を行う
到達目標： １）

際の目標の立て方や進め方を例示することができる。

いじめ、不登校・不登園、虐待、非行等の課題に対する、幼児、児童及び生徒の発達段
２）
階や発達課題に応じた教育相談の進め方を理解している。

教育相談の計画の作成や必要な校内体制の整備など、組織的な取組みの必要性を理
３）
解している。

４） 地域の医療・福祉・心理等の専門機関との連携の意義や必要性を理解している。
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進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

全体目標： 進路指導は、児童及び生徒が自ら、将来の進路を選択・計画し、その後の生活によりよく
適応し、能力を伸長するように、教員が組織的・継続的に指導・援助する過程であり、長
期的展望に立った人間形成を目指す教育活動である。それを包含するキャリア教育は、
学校で学ぶことと社会との接続を意識し、一人一人の社会的・職業的自立に向けて必要
な基盤となる資質・能力を育むことを目的としている。
進路指導・キャリア教育の視点に立った授業改善や体験活動、評価改善の推進やガイ
ダンスとカウンセリングの充実、それに向けた学校内外の組織的体制に必要な知識や素
養を身に付ける。

（１）進路指導・キャリア教育の意義及び理論

一般目標：
進路指導・キャリア教育の意義や原理を理解する。

到達目標： １） 教育課程における進路指導・キャリア教育の位置付けを理解している。

学校の教育活動全体を通じたキャリア教育の視点と指導の在り方を例示することができ
２）
る。

進路指導・キャリア教育における組織的な指導体制及び家庭や関係機関との連携の在
３）
り方を理解している。

（２）ガイダンスとしての指導

一般目標：
全ての児童及び生徒を対象とした進路指導・キャリア教育の考え方と指導の在り方を理
解する。

職業に関する体験活動を核とし、キャリア教育の視点を持ったカリキュラム・マネジメント
到達目標： １）

の意義を理解している。

主に全体指導を行うガイダンスの機能を生かした進路指導・キャリア教育の意義や留意
２）
点を理解している。

（３）カウンセリングとしての指導

一般目標：
児童及び生徒が抱える個別の進路指導・キャリア教育上の課題に向き合う指導の考え
方と在り方を理解する。

生涯を通じたキャリア形成の視点に立った自己評価の意義を理解し、ポートフォリオの活
到達目標： １）

用の在り方を例示することができる。

２） キャリア・カウンセリングの基礎的な考え方と実践方法を説明することができる。
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教育実践に関する科目 

各科目に含めることが必要な事項 一般目標数 到達目標数 

教育実習（学校体験活動） ３ １０ 

「教育実習」「学校体験活動」に関する留意事項 

１．今後の教育職員免許法の改正において、「教育実習」には「学校体験活動」を含むことができる

こととされる見込みである。「学校体験活動」については、既に実施している大学の状況から、導

入的な「教育実習」として下学年に位置づける場合や、「教育実習」終了後に応用的に位置づける

場合等があり、実施時期や活動内容が多様となることが想定されることから、一つのコアカリキ

ュラムを作成することは困難である。このため、「学校体験活動」で修得すべき資質能力について

は、「教育実習」のコアカリキュラムに包括して規定することとした。 

２．「教育実習」「学校体験活動」は教職課程の一部として大学の責任において実施するものである。

一方で、「教育実習」「学校体験活動」は様々な事情を抱える幼稚園・小学校・中学校・高等学校等

の協力に基づいて行われるものである。このため、大学は、学生が「教育実習」「学校体験活動」

において修得すべき資質能力を獲得できるよう、学生への指導や学校への支援を行うことが求め

られる。 
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教育実習（学校体験活動）

教育実習は、観察・参加・実習という方法で教育実践に関わることを通して、教育者とし
ての愛情と使命感を深め、将来教員になるうえでの能力や適性を考えるとともに課題を
自覚する機会である。

全体目標：
一定の実践的指導力を有する指導教員のもとで体験を積み、学校教育の実際を体験
的・総合的に理解し、教育実践ならびに教育実践研究の基礎的な能力と態度を身に付
ける。

*教育実習の一部として学校体験活動を含む場合には、学校体験活動において、（２）、（３－１）もしくは（３
－２）のうち、３）４）の目標が達成されるよう留意するとともに、教育実習全体を通して全ての目標が遺漏
なく達成されるようにすること。

（１）事前指導・事後指導に関する事項

事前指導では教育実習生として学校の教育活動に参画する意識を高め、事後指導では
教育実習を経て得られた成果と課題等を省察するとともに、教員免許取得までに習得す一般目標：
べき知識や技能等について理解する。これらを通して教育実習の意義を理解する。

教育実習生として遵守すべき義務等について理解するとともに、その責任を自覚したうえ
到達目標： １）

で意欲的に教育実習に参加することができる。

教育実習を通して得られた知識と経験をふりかえり，教員免許取得までにさらに習得す
２）
ることが必要な知識や技能等を理解している。

（２）観察及び参加並びに教育実習校の理解に関する事項

幼児、児童および生徒や学習環境等に対して適切な観察を行うとともに、学校実務に対
する補助的な役割を担うことを通して、教育実習校（園）の幼児、児童又は生徒の実態一般目標：
と、これを踏まえた学校経営及び教育活動の特色を理解する。

到達目標： １） 幼児、児童又は生徒との関わりを通して、その実態や課題を把握することができる。

指導教員等の実施する授業を視点を持って観察し、事実に即して記録することができ
２）
る。

教育実習校（園）の学校経営方針及び特色ある教育活動並びにそれらを実施するため
３）
の組織体制について理解している。

４） 学級担任や教科担任等の補助的な役割を担うことができる。

（３－１）学習指導及び学級経営に関する事項 ※小学校教諭・中学校教諭・高等学校教諭

大学で学んだ教科や教職に関する専門的な知識・理論・技術等を、各教科や教科外活
一般目標：

動の指導場面で実践するための基礎を修得する。

学習指導要領及び児童又は生徒の実態等を踏まえた適切な学習指導案を作成し、授業
到達目標： １）

を実践することができる。

学習指導に必要な基礎的技術（話法・板書・学習形態・授業展開・環境構成など）を実地
２）
に即して身に付けるとともに、適切な場面で情報機器を活用することができる。

３） 学級担任の役割と職務内容を実地に即して理解している。

４） 教科指導以外の様々な活動の場面で適切に児童又は生徒と関わることができる。

（３－２）保育内容の指導及び学級経営に関する事項 ※幼稚園教諭

大学で学んだ領域や教職に関する専門的な知識・理論・技術等を、保育で実践するため
一般目標：

の基礎を身に付ける。

幼稚園教育要領及び幼児の実態等を踏まえた適切な指導案を作成し、保育を実践する
到達目標： １）

ことができる。

保育に必要な基礎的技術（話法・保育形態・保育展開・環境構成など）を実地に即して身
２） に付けるとともに、幼児の体験との関連を考慮しながら適切な場面で情報機器を活用す
ることができる。

３） 学級担任の役割と職務内容を実地に即して理解している。

４） 様々な活動の場面で適切に幼児と関わることができる。
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教職課程コアカリキュラムの在り方に関する検討会の設置について

平成２８年８月２日

初等中等教育局長決定

１．検討会の目的

中央教育審議会答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について

～学び合い、高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて～」（平成２７年１２

月２１日）において、大学が教職課程を編成するに当たり参考とする指針（教職課

程コアカリキュラム）を関係者が共同で作成することで、教員養成の全国的な水準

の確保を行っていくことが必要であることが提言されたことを踏まえ、教職課程で

共通的に身につけるべき最低限の学修内容について検討することを目的とする。

２．検討事項

（１）教職課程コアカリキュラムの在り方について

（２）その他

３．検討会の構成

（１）別紙の委員により検討を行う。

（２）必要に応じ、ワーキンググループを設置して検討を行うことができるものと

する。

（３）必要に応じ、別紙以外の者にも協力を求めるほか、関係者から意見等を聴く

ことができるものとする。

４．検討期間

検討の実施期間は、平成２８年８月１９日から平成３０年３月３１日までとする。

５．その他

有識者検討会の庶務は、初等中等教育局教職員課で行う。
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（別紙）

教職課程コアカリキュラムの在り方に関する検討会 名簿

牛 渡 淳 仙台白百合女子大学長

坂 越 正 樹 広島大学大学院教育学研究科教授

○ 渋 谷 治 美 放送大学特任教授（埼玉学習センター所長）

杉 野 剛 国立教育政策研究所所長

髙 岡 信 也 独立行政法人教員研修センター理事長

高 野 敬 三 明海大学副学長

出 口 利 定 東京学芸大学長

見 上 一 幸 宮城教育大学長

◎ 横 須 賀 薫 十文字学園女子大学長

渡 邊 直 美 川崎市教育長

（オブザーバー）

小 原 芳 明 玉川大学長

無 藤 隆 白梅学園大学子ども学部教授兼子ども学研究科長

◎：座長 ○：副座長

５０音順（敬称略）

※所属・役職は就任時
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教職課程の目標設定に関するワーキンググループの設置について

平成２８年１２月１２日

教職課程コアカリキュラムの

在り方に関する検討会決定

教職課程コアカリキュラムの在り方に関する検討会の設置について３．（２）の規

定に基づき、教職課程コアカリキュラムの在り方に関する検討会（以下「検討会」と

いう。）の下に、教職課程の目標設定に関するワーキンググループ（以下「ワーキン

ググループ」という。）を次のとおり設置する。

１．検討事項

教育職員免許法施行規則に規定する教職課程の各科目に含めることが必要な事項

について、その全体目標、一般目標、到達目標等について、専門的な検討を行う。

２．ワーキンググループの構成

以下のワーキンググループを設置する。

①第１ワーキンググループ（教育の基礎的理解に関する科目及び教科の指導法に

関する科目等に関する検討）

②第２ワーキンググループ（道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目並びに教育実践に関する科目等に関する検討）

３．委員

（１）ワーキンググループに属すべき委員は、検討会の座長が指名する。

（２）ワーキンググループに検討会の座長の指名により主査を置くものとする。

（３）主査に事故があるときは、ワーキンググループに属する委員のうちから主査

があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。

４．設置期間

ワーキンググループは、１の検討事項に関する検討が終了したときに廃止するも

のとする。

５．検討会への報告

（１）ワーキンググループの検討状況は適時に検討会へ報告するものとする。

（２）検討会からの求めがあったときは、ワーキンググループの検討の経過を検討

会に報告するものとする。

６．その他

（１）ワーキンググループの庶務は、初等中等教育局教職員課で行う。

（２）この規程に定めるもののほか、議事の手続その他ワーキンググループの運営

に関し必要な事項は、主査が定めるものとする。
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（別紙）

教職課程の目標設定に関するワーキンググループ

（第１ワーキンググループ） 名簿

一 木 薫 福岡教育大学准教授

遠 藤 貴 広 福井大学准教授

太 田 光 洋 和洋女子大学教授

粕 谷 恭 子 東京学芸大学教授

北 神 正 行 国士舘大学教授

○ 酒 井 朗 上智大学教授

◎ 坂 越 正 樹 広島大学大学院教育学研究科教授

佐 々 祐 之 北海道教育大学教授

関 戸 英 紀 横浜国立大学教授

野 﨑 武 司 香川大学教授

葉 石 光 一 埼玉大学教授

藤 井 基 貴 静岡大学准教授

古 屋 恵 太 東京学芸大学准教授

森 山 賢 一 玉川大学教職大学院教授

本 図 愛 実 宮城教育大学大学教授

和 泉 研 二 山口大学教授

渡 邉 正 樹 東京学芸大学教授

吉 田 成 章 広島大学准教授

◎：主査 ○：副主査

５０音順（敬称略）

※所属・役職は就任時



-37-

教職課程の目標設定に関するワーキンググループ

（第２ワーキンググループ） 名簿

赤 沢 早 人 奈良教育大学准教授

岩 立 京 子 東京学芸大学教授

岡 上 直 子 十文字女子学園大学教授

長 田 徹 国立政策研究所総括研究官

神長 美津子 國學院大學教授

◎ 渋 谷 治 美 放送大学特任教授（埼玉学習センター所長）

高 橋 純 東京学芸大学准教授

高 旗 浩 志 岡山大学教授

髙 木 展 郎 横浜国立大学名誉教授

○ 谷 田 増 幸 兵庫教育大学教授

中 野 澄 国立教育政策研究所総括研究官

奈 須 正 裕 上智大学教授

肥 後 功 一 島根大学教授

藤 田 晃 之 筑波大学教授

伏 木 久 始 信州大学教授

森 田 真 樹 立命館大学教授

◎：主査 ○：副主査

５０音順（敬称略）

※所属・役職は就任時



-38-

教職課程の目標設定に関するワーキンググループ

（第１ワーキンググループ及び第２ワーキンググループ兼任）名簿

采女 智津江 順天堂大学教授

大 野 弘 東京都立戸山高等学校長

神戸 美恵子 高崎健康福祉大学准教授

土 井 雅 弘 埼玉県坂戸市立入西小学校校長

日根野 達也 千葉県船橋市立飯山満中学校校長

平 本 正 則 横浜市立浦島小学校校長

５０音順（敬称略）

※所属・役職は就任時
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教職課程コアカリキュラムの在り方に関する検討会の検討経過等について 

●第１回 平成２８年８月１９日 １３：００～１５：００ 
議事（１） 教職課程コアカリキュラムの在り方に関する検討会の運営について 

（２） 先行事例のヒアリングについて 

・日本大学教育協会「日本大学教育協会モデルコアカリキュラム」 

・文部科学省初等中等教育局国際教育課「英語教育コア・カリキュラム」 

・全国大学獣医学関係代表者協議会「獣医学モデル・コア・カリキュラム」 

（３） 教職課程で最低限修得すべき資質能力について 

（４） その他 

●第２回 平成２８年９月７日 １５：００～１７：００ 

議事（１） 先行事例のヒアリング 

・東京都教育庁「小学校教諭教職課程カリキュラム」 

・国立教育政策研究所「教員の資質・能力及び養成段階の到達目標」 

・技術経営系専門職大学院協議会「ＭＯＴ教育コア・カリキュラム」 

（２） 教職課程コアカリキュラムの検討の在り方について 

（３） その他 

●第３回 平成２８年１２月１２日 １５：００～１７：００ 

議事（１） 教職課程の目標設定に関するワーキンググループの設置について 

（２） 教職課程コアカリキュラムの検討の在り方について 

（３） 教職課程コアカリキュラムの活用方策について 

（４） その他 

教職課程の目標設定に関するワーキンググループ 

※平成 28 年 12 月から平成 29 年 3 月の間、 

ワーキンググループを設け、各事項の検討項目について協議。 

●第４回 平成２９年３月２７日 １０：００～１２：００ 

議事（１） 教職課程の目標設定に関するワーキンググループからの報告 

（２） 教職課程コアカリキュラム作成の背景と考え方（案）について 

（３） その他 

●第５回 平成２９年６月２９日 １４：００～１６：００ 

議事（１） パブリックコメントの結果について 

（２） 教職課程コアカリキュラム（案）について 

（３） その他 



参考資料 
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教職課程に係るコアカリキュラムに関するこれまでの提言等

■平成１３年１１月２２日

国立の教員養成系大学・学部の在り方に関する懇談会（高等教育局長裁定）

「今後の国立の教員養成系大学学部の在り方について（報告）」（抜粋）

（２） 教員養成カリキュラムの在り方

② モデル的な教員養成カリキュラムの作成

○ 現在、医学部や歯学部におけるモデル・コア・カリキュラムの作成や、工

学部等における技術者教育プログラムの認定制度の導入など、それぞれの分

野において教育の質の向上に向けて様々な試みがなされている。教員養成学

部についても、日本教育大学協会を中心として速やかに教員養成のモデル的

なカリキュラムを作成し、各大学はそれらを参考にしながら、自らの学部に

おける特色ある教員養成カリキュラムを作成していくことが求められる。

■平成１７年１月２８日 中央教育審議会答申

「我が国の高等教育の将来像」（抜粋）

第３章 新時代における高等教育機関の在り方

（エ）学士課程

教育の充実のため、分野ごとにコア・カリキュラムが作成されることが望ま

しい。また、コア・カリキュラムの実施状況は機関別・分野別の大学評価と有

機的に結び付けられることが期待される。

■平成１８年７月１１日 中央教育審議会答申

「今後の教員養成・免許制度の在り方について」（抜粋）

１．教職課程の質的水準の向上

（１）基本的な考え方－大学における組織的指導体制の整備－

○ また、課程認定大学において、質の高い教員養成教育が行われるようにす

る上で、教職課程に関するモデルカリキュラムの開発研究は、大きな意義を

有するものである。このため、教職実践演習（仮称）の新設をはじめとする

今回の改革を契機として、引き続き、課程認定大学等関係者を中心にして、

モデルカリキュラムの開発研究を行うとともに、国においても、教育内容・

方法の開発研究や、実践性の高い優れた取組の支援を行うことが必要である。
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■平成２０年１２月２４日 中央教育審議会答申

「学士課程教育の構築に向けて」（抜粋）

１ 教育課程の体系化

【国によって行われるべき支援・取組】

◆ 大学間の連携，学協会を含む大学団体等を支援し，国際的な通用性に留意

しつつ，分野別のコア・カリキュラムを作成する等の取組を促進する。

■平成２４年８月２８日 中央教育審議会答申

「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」（抜粋）

２．教員養成、採用から初任者の段階の改善方策

(1) 国公私立大学の学部における教員養成の充実

③教職課程の質保証

○ 近年の大学教育改革に見られるように、教職課程においても、学生が修得

すべき知識・技能を明確化し、「何を教えるか」よりも「何ができるように

なるか」に重点を置くべきである。学位プログラムとしての体系と同時に教

職課程としての体系の確立に向け、各大学の参考となるコアカリキュラムの

作成を推進する。また、受講者による教職課程担当教員への授業評価等を行

い、評価結果を教職課程の質向上へ反映するなどの取組を推進すべきである。

さらに、実習前の学生の質保証の観点から、医師、歯科医師、薬剤師等の養

成において行われている共用試験を参考に、教育実習前に学生の知識・技能

等を評価する取組を推進する。

■平成２７年１２月２１日 中央教育審議会答申

「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について ～学び合い、

高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて～ 」（抜粋）

（５）教員の養成・採用・研修を通じた改革の具体的な方向性

＜教員研修計画の策定＞

こうして整備される教員育成指標を踏まえ，各教育委員会や各大学において

教員研修や教員養成が行われることが重要である。その際，望ましい研修の在

り方や実施されるべき事項を国が参考に提示することや，国の策定指針を踏ま

え，大学が教職課程を編成するに当たり参考とする指針（教職課程コアカリキ

ュラム）を関係者が共同で作成することで，教員の養成，研修を通じた教員育

成における全国的な水準の確保を行っていくことが必要である。ただし，その

一方で具体的な養成や研修の手法等については，養成を担う各大学や研修を担

う各教育委員会の自主性，自律性に委ねられるべきである。



中堅段階
「チーム学校」の一員とし
て専門性を高め、連携・
協働を深める時期

ベテラン段階
より広い視野で役割を果

たす時期

【初任研改革】

• 初任研運用方針の見直し（校内研修の重視・校外研修の精選）
• ２，３年目など初任段階の教員への研修との接続の促進

【十年研改革】

• 研修実施時期の弾力化
• 目的・内容の明確化（ミドルリーダー育成）

現職研修の改革

○ 養成・採用・研修を通じた方策～「教員は学校で育つ」との考えの下、教員の学びを支援～

【現職研修を支える基盤】

【継続的な研修の推進】

• 校内の研修リーダーを中心とした体制作りなど校内研修推進のための支援等の充実
• メンター方式の研修（チーム研修）の推進
• 大学、教職大学院等との連携、教員育成協議会活用の推進
• 新たな課題（英語、道徳、ICT、特別支援教育）やアクティブ・ラーニングの視点からの授業改善
等に対応した研修の推進・支援

• （独）教員研修センターの機能強化（研修ネットワークの構築、調査・分析・研究開発を担う全国的な拠点の整備）
• 教職大学院等における履修証明制度の活用等による教員の資質能力の高度化
• 研修機会の確保等に必要な教職員定数の拡充
• 研修リーダーの養成、指導教諭や指導主事の配置の充実

【研修】
○教員の学ぶ意欲は高いが多忙で時間確保が困難

○自ら学び続けるモチベーションを維持できる環境整備
が必要

○アクティブ・ラーニング型研修への転換が必要

○初任者研修・十年経験者研修の制度や運用の見直し
が必要

【採用】

○優秀な教員の確保のための求める教員像の明
確化、選考方法の工夫が必要

○採用選考試験への支援方策が必要

○採用に当たって学校内の年齢構成の不均衡の
是正に配慮することが必要

【養成】

○「教員となる際に最低限必要な基礎的・基盤的
な学修」という認識が必要

○学校現場や教職に関する実際を体験させる機会
の充実が必要

○教職課程の質の保証・向上が必要

○教科・教職に関する科目の分断と細分化の改善
が必要
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これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について
中央教育審議会答申（平成27年12月21日）のポイント

背景

○教育課程・授業方法の改革（アクティブ・ラーニングの視点からの ○社会環境の急速な変化
授業改善、教科等を越えたカリキュラム・マネジメント）への対応 ○学校を取り巻く環境変化

○英語、道徳、ICT、特別支援教育等、新たな課題への対応 ・大量退職・大量採用→年齢、経験年数の不均衡による弊害
○「チーム学校」の実現 ・学校教育課題の多様化・複雑化

主な課題

【全般的事項】
○大学等と教育委員会の連携のための具体的な制度的枠組みが必要
○幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等の特徴や違いを踏まえ、制度設計を進めていくことが重要
○新たな教育課題（アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善、ICTを用いた指導法、道徳、英語、特別支援教育）に対応した養成・研修が必要

【免許】○義務教育学校制度の創設や学校現場における多様な人材の確保が必要

具体的方策

１～数年目
【管理職研修改革】

教職の基盤を固める時期 • 新たな教育課題等に対応したマネジメント力の強化
• 体系的・計画的な管理職の養成・研修システムの構築

• 円滑な入職のための取組（教師塾等の普及）
採用段階の改革 • 教員採用試験の共同作成に関する検討採用段階

• 特別免許状の活用等による多様な人材の確保

• 新たな課題（英語、道徳、ICT、特別支援教育）やアクティブ・ラーニングの視点からの授業改善
等に対応した教員養成への転換養成段階 養成内容の改革

• 学校インターンシップの導入（教職課程への位置付け）「学び続ける教師」の基礎
力を身につける時期 • 教職課程に係る質保証・向上の仕組み（教職課程を統括する組織の設置、教職課程の評価の

推進など）の促進
• 「教科に関する科目」と「教職に関する科目」の統合など科目区分の大くくり化

教員育成指標

○ 学び続ける教員を支えるキャリアシステムの構築のための体制整備
・ 教育委員会と大学等との協議・調整のための体制（教員育成協議会）の構築
・ 教育委員会と大学等が協働で策定する教員育成指標、研修計画の全国的な整備
・ 国が大綱的に教員育成指標の策定指針を提示、教職課程コアカリキュラムを関係者が共同で作成
（グローバル化や新たな教育課題などを踏まえて作成）
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教職課程コアカリキュラムを作成する事項と対象学校種 

科目及び各科目に含めることが必要な事項 対象学校種 

教科及び教科の指導法に関する科目 

各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。） 小・中・高 

領域及び保育内容の指導法に関する科目 

保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。） 幼 

教育の基礎的理解に関する科目 

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 幼・小・中・高・養・栄 

教職の意義及び教員の役割・職務内容 
幼・小・中・高・養・栄 

（チーム学校運営への対応を含む。） 

教育に関する社会的、制度的又は経営的事項 
幼・小・中・高・養・栄 

（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含む。） 

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程 幼・小・中・高・養・栄 

特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解 幼・小・中・高・養・栄 

教育課程の意義及び編成の方法 
幼・小・中・高・養・栄 

（カリキュラム・マネジメントを含む。） 

道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目 

道徳の理論及び指導法 ※ 小・中・養・栄 

総合的な学習の時間の指導法 ※ 小・中・高・養・栄 

特別活動の指導法 ※ 小・中・高・養・栄 

教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。） 幼・小・中・高・養・栄 

生徒指導の理論及び方法 小・中・高・養・栄 

幼児理解の理論及び方法 幼 

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の 
幼・小・中・高・養・栄 

理論及び方法 

進路指導及びキャリア教育の理論及び方法 小・中・高 

教育実践に関する科目 

教育実習（学校体験活動） 幼・小・中・高 

※ 養護教諭及び栄養教諭は、道徳、総合的な学習の時間及び特別活動に関する内容。 
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の
対
応
を
含

む
。
）

ニ
　
幼
児
、
児
童
及
び
生
徒
の
心
身
の
発
達
及
び
学
習
の
過

程 ホ
　
■
特
別
の
支
援
を
必
要
と
す
る
幼
児
、
児
童
及
び
生
徒

に
対
す
る
理
解
（
１
単
位
以
上
修
得
）

ヘ
　
教
育
課
程
の
意
義
及
び
編
成
の
方
法
（
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
含
む
。
）

イ
　
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項

ロ
　
■
各
教
科
の
指
導
法
（
情
報
機
器
及
び
教
材
の
活
用
を

含
む
。
）
（
一
定
の
単
位
数
以
上
修
得
す
る
こ
と
）

2

6
4

■
の
事
項
は
備
考
に
お
い
て
単
位
数
を
設
定

1
0

1
0

1
0

7
7

イ
　
■
道
徳
の
理
論
及
び
指
導
法
（
一
種
：
２
単
位
、
二
種
：
１

単
位
）

ロ
　
総
合
的
な
学
習
の
時
間
の
指
導
法

ハ
　
特
別
活
動
の
指
導
法

ニ
　
教
育
の
方
法
及
び
技
術
（
情
報
機
器
及
び
教
材
の
活
用

を
含
む
。
）

ホ
　
生
徒
指
導
の
理
論
及
び
方
法

ヘ
　
教
育
相
談
（
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
に
関
す
る
基
礎
的
な
知
識

を
含
む
。
）
の
理
論
及
び
方
法

ト
　
進
路
指
導
（
キ
ャ
リ
ア
教
育
に
関
す
る
基
礎
的
な
事
項
を

含
む
。
）
の
理
論
及
び
方
法

現
　
　
行

見
　
直
　
し
　
の
　
イ
　
メ
　
ー
　
ジ

教 職 に 関 す る 科 目

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2
2

教
育
実
習

教
職
実
践
演
習

教
科
又
は
教
職
に
関
す
る
科
目

大
学
が
独
自
に
設
定
す
る
科
目

1
2

4
教
育
課
程
及
び

指
導
法
に
関
す

る
科
目

1
2

イ
　
■
教
育
実
習
（
学
校
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
（
学
校
体
験
活

動
）
を
２
単
位
ま
で
含
む
こ
と
が
で
き
る
。
）
（
５
単
位
）

ロ
　
■
教
職
実
践
演
習
（
２
単
位
）

生
徒
指
導
、
教

育
相
談
及
び
進

路
指
導
等
に
関

す
る
科
目

【
中
学
校
】

※
「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
、
「
教
職
に
関
す
る
科
目
」
、
「
教
科
又
は
教
職
に
関
す
る
科
目
」
の
３
区
分
は
廃

止
し
、
総
単
位
数
以
外
は
全
て
省
令
に
お
い
て
規
定
。

※
「
教
科
及
び
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目
」
、
「
教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目
」
、
「
道
徳
、
総

合
的
な
学
習
の
時
間
等
の
指
導
法
及
び
生
徒
指
導
、
教
育
相
談
等
に
関
す
る
科
目
」
に
お
い
て
は
、
ア
ク

テ
ィ
ブ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
の
視
点
等
を
取
り
入
れ
る
こ
と
。

※
教
育
実
習
に
学
校
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
（
２
単
位
）
を
含
む
場
合
に
は
、
他
の
学
校
種
の
免
許
状
取
得
に
お

け
る
教
育
実
習
の
単
位
流
用
（
２
単
位
）
を
認
め
な
い
。

6

教
育
実
践
に
関
す
る

科
目

1
0

7

道
徳
、
総
合
的
な
学
習

の
時
間
等
の
指
導
法

及
び
生
徒
指
導
、
教

育
相
談
等
に
関
す
る

科
目
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各
科
目
に
含
め
る
こ
と
が
必
要
な
事
項

専
修
一
種

各
科
目
に
含
め
る
こ
と
が
必
要
な
事
項

専
修
一
種

教
職
の
意
義
及
び
教
員
の
役
割

教
員
の
職
務
内
容
（
研
修
、
服
務
及
び
身
分
保
障
等
を
含

む
。
）

進
路
選
択
に
資
す
る
各
種
の
機
会
の
提
供
等

教
育
の
理
念
並
び
に
教
育
に
関
す
る
歴
史
及
び
思
想

幼
児
、
児
童
及
び
生
徒
の
心
身
の
発
達
及
び
学
習
の
過
程

（
障
害
の
あ
る
幼
児
、
児
童
及
び
生
徒
の
心
身
の
発
達
及

び
学
習
の
過
程
を
含
む
。
）

教
育
に
関
す
る
社
会
的
、
制
度
的
又
は
経
営
的
事
項

教
育
課
程
の
意
義
及
び
編
成
の
方
法

各
教
科
の
指
導
法

特
別
活
動
の
指
導
法

教
育
の
方
法
及
び
技
術
（
情
報
機
器
及
び
教
材
の
活
用
を

含
む
。
）

生
徒
指
導
の
理
論
及
び
方
法

教
育
相
談
（
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
に
関
す
る
基
礎
的
な
知
識
を

含
む
。
）
の
理
論
及
び
方
法

進
路
指
導
の
理
論
及
び
方
法

3
3

2
2

4
0

1
6

3
6

1
2

8
3

5
9

8
3

5
9

現
　
　
行

教 職 に 関 す る 科 目

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2

イ
　
■
教
育
実
習
（
学
校
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
（
学
校
体
験
活

動
）
を
１
単
位
ま
で
含
む
こ
と
が
で
き
る
。
）
（
３
単
位
）

ロ
　
■
教
職
実
践
演
習
（
２
単
位
）

教
育
の
基
礎
理

論
に
関
す
る
科

目
6

教
科
及
び
教
科
の
指

導
法
に
関
す
る
科
目

イ
　
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項

ロ
　
■
各
教
科
の
指
導
法
（
情
報
機
器
及
び
教
材
の
活
用

を
含
む
。
）
（
一
定
の
単
位
数
以
上
修
得
す
る
こ
と
）

8

教
科
に
関
す
る
科
目

2
0

6

1
0

4
4

教
育
の
基
礎
的
理
解

に
関
す
る
科
目

見
　
直
　
し
　
の
　
イ
　
メ
　
ー
　
ジ

2
4

■
の
事
項
は
備
考
に
お
い
て
単
位
数
を
設
定

2
4

8

2

イ
　
教
育
の
理
念
並
び
に
教
育
に
関
す
る
歴
史
及
び
思
想

ロ
　
教
職
の
意
義
及
び
教
員
の
役
割
・
職
務
内
容
（
チ
ー
ム

学
校
へ
の
対
応
を
含
む
。
）

ハ
　
教
育
に
関
す
る
社
会
的
、
制
度
的
又
は
経
営
的
事
項

（
学
校
と
地
域
と
の
連
携
及
び
学
校
安
全
へ
の
対
応
を
含

む
。
）

ニ
　
幼
児
、
児
童
及
び
生
徒
の
心
身
の
発
達
及
び
学
習
の

過
程

ホ
　
■
特
別
の
支
援
を
必
要
と
す
る
幼
児
、
児
童
及
び
生

徒
に
対
す
る
理
解
（
１
単
位
以
上
修
得
）

ヘ
　
教
育
課
程
の
意
義
及
び
編
成
の
方
法
（
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
含
む
。
）

※
「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
、
「
教
職
に
関
す
る
科
目
」
、
「
教
科
又
は
教
職
に
関
す
る
科
目
」
の
３
区
分
は

廃
止
し
、
総
単
位
数
以
外
は
全
て
省
令
に
お
い
て
規
定
。

※
教
育
実
習
に
学
校
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
（
１
単
位
）
を
含
む
場
合
に
は
、
他
の
学
校
種
の
免
許
状
取
得

に
お
け
る
教
育
実
習
の
単
位
流
用
（
１
単
位
）
を
認
め
な
い
。

5

イ
　
総
合
的
な
学
習
の
時
間
の
指
導
法

ロ
　
特
別
活
動
の
指
導
法

ハ
　
教
育
の
方
法
及
び
技
術
（
情
報
機
器
及
び
教
材
の
活

用
を
含
む
。
）

ニ
　
生
徒
指
導
の
理
論
及
び
方
法

ホ
　
教
育
相
談
（
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
に
関
す
る
基
礎
的
な
知
識

を
含
む
。
）
の
理
論
及
び
方
法

ヘ
　
進
路
指
導
（
キ
ャ
リ
ア
教
育
に
関
す
る
基
礎
的
な
事
項

を
含
む
。
）
の
理
論
及
び
方
法

教
育
実
習

教
職
実
践
演
習

※
「
教
科
及
び
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目
」
、
「
教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目
」
、
「
道
徳
、

総
合
的
な
学
習
の
時
間
等
の
指
導
法
及
び
生
徒
指
導
、
教
育
相
談
等
に
関
す
る
科
目
」
に
お
い
て
は
、

ア
ク
テ
ィ
ブ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
の
視
点
等
を
取
り
入
れ
る
こ
と
。

教
育
課
程
及
び

指
導
法
に
関
す

る
科
目

教
科
又
は
教
職
に
関
す
る
科
目

【
高
等
学
校
】

大
学
が
独
自
に
設
定
す
る
科
目

教
育
実
践
に
関
す
る

科
目

生
徒
指
導
、
教

育
相
談
及
び
進

路
指
導
等
に
関

す
る
科
目

道
徳
、
総
合
的
な
学

習
の
時
間
等
の
指
導

法
及
び
生
徒
指
導
、

教
育
相
談
等
に
関
す

る
科
目

5

6
6

1
0

2
0
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各
科
目
に
含
め
る
こ
と
が
必
要
な
事
項

専
修
一
種
二
種

各
科
目
に
含
め
る
こ
と
が
必
要
な
事
項

専
修
一
種
二
種

教
職
の
意
義
及
び
教
員
の
役
割

教
員
の
職
務
内
容
（
研
修
、
服
務
及
び
身
分
保
障
等
を
含

む
。
）

進
路
選
択
に
資
す
る
各
種
の
機
会
の
提
供
等

教
育
の
理
念
並
び
に
教
育
に
関
す
る
歴
史
及
び
思
想

幼
児
、
児
童
及
び
生
徒
の
心
身
の
発
達
及
び
学
習
の
過
程

（
障
害
の
あ
る
幼
児
、
児
童
及
び
生
徒
の
心
身
の
発
達
及
び

学
習
の
過
程
を
含
む
。
）

教
育
に
関
す
る
社
会
的
、
制
度
的
又
は
経
営
的
事
項

教
育
課
程
の
意
義
及
び
編
成
の
方
法

保
育
内
容
の
指
導
法

教
育
の
方
法
及
び
技
術
（
情
報
機
器
及
び
教
材
の
活
用
を
含

む
。
）

幼
児
理
解
の
理
論
及
び
方
法

教
育
相
談
（
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
に
関
す
る
基
礎
的
な
知
識
を
含

む
。
）
の
理
論
及
び
方
法

5
5

5

2
2

2

3
4

1
0

0
3
8

1
4

2

7
5

5
1

3
1

7
5

5
1

3
1

7
7

イ
　
領
域
に
関
す
る
専
門
的
事
項

ロ
　
保
育
内
容
の
指
導
法
（
情
報
機
器
及
び
教
材
の
活
用
を

含
む
。
）

イ
　
教
育
の
理
念
並
び
に
教
育
に
関
す
る
歴
史
及
び
思
想

ロ
　
教
職
の
意
義
及
び
教
員
の
役
割
・
職
務
内
容
（
チ
ー
ム

学
校
へ
の
対
応
を
含
む
。
）

ハ
　
教
育
に
関
す
る
社
会
的
、
制
度
的
又
は
経
営
的
事
項

（
学
校
と
地
域
と
の
連
携
及
び
学
校
安
全
へ
の
対
応
を
含

む
。
）

ニ
　
幼
児
、
児
童
及
び
生
徒
の
心
身
の
発
達
及
び
学
習
の
過

程 ホ
　
■
特
別
の
支
援
を
必
要
と
す
る
幼
児
、
児
童
及
び
生
徒

に
対
す
る
理
解
（
１
単
位
以
上
修
得
）

ヘ
　
教
育
課
程
の
意
義
及
び
編
成
の
方
法
（
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
含
む
。
）

イ
　
教
育
の
方
法
及
び
技
術
（
情
報
機
器
及
び
教
材
の
活
用

を
含
む
。
）

ロ
　
幼
児
理
解
の
理
論
及
び
方
法

ハ
　
教
育
相
談
（
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
に
関
す
る
基
礎
的
な
知
識

を
含
む
。
）
の
理
論
及
び
方
法

4
4

4

1
6

■
の
事
項
は
備
考
に
お
い
て
単
位
数
を
設
定

1
6

1
2

1
0

1
0

6
教
育
の
基
礎
的
理
解

に
関
す
る
科
目

教
育
の
基
礎
理

論
に
関
す
る
科

目
6

現
　
　
行

見
　
直
　
し
　
の
　
イ
　
メ
　
ー
　
ジ

教 職 に 関 す る 科 目

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2
2

2

領
域
及
び
保
育
内
容

の
指
導
法
に
関
す
る

科
目

大
学
が
独
自
に
設
定
す
る
科
目

生
徒
指
導
、
教

育
相
談
及
び
進

路
指
導
等
に
関

す
る
科
目

イ
　
■
教
育
実
習
（
学
校
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
（
学
校
体
験
活

動
）
を
２
単
位
ま
で
含
む
こ
と
が
で
き
る
。
）
（
５
単
位
）

ロ
　
■
教
職
実
践
演
習
（
２
単
位
）

教
科
に
関
す
る
科
目

6
6

4

道
徳
、
総
合
的
な
学
習

の
時
間
等
の
指
導
法

及
び
生
徒
指
導
、
教

育
相
談
等
に
関
す
る

科
目

教
育
実
践
に
関
す
る

科
目

1
8

教
科
又
は
教
職
に
関
す
る
科
目

教
育
課
程
及
び

指
導
法
に
関
す

る
科
目

1
8 2

2
2

教
育
実
習

1
2

【
幼
稚
園
】

※
「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
、
「
教
職
に
関
す
る
科
目
」
、
「
教
科
又
は
教
職
に
関
す
る
科
目
」
の
３
区
分
は
廃

止
し
、
総
単
位
数
以
外
は
全
て
省
令
に
お
い
て
規
定
。

※
「
領
域
及
び
保
育
内
容
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目
」
、
「
教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目
」
、
「
道

徳
、
総
合
的
な
学
習
の
時
間
等
の
指
導
法
及
び
生
徒
指
導
、
教
育
相
談
等
に
関
す
る
科
目
」
に
お
い
て
は
、

ア
ク
テ
ィ
ブ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
の
視
点
等
を
取
り
入
れ
る
こ
と
。

※
教
育
実
習
に
学
校
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
（
２
単
位
）
を
含
ん
だ
場
合
に
は
、
他
の
学
校
種
の
免
許
状
取
得
に

お
け
る
教
育
実
習
の
単
位
流
用
（
２
単
位
）
を
認
め
な
い
。

7

6
4

教
職
実
践
演
習
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中央教育審議会答申「今後の教員養成・免許制度の在り方について」 

（別添１）教職実践演習（仮称）について 

１．科目の趣旨・ねらい 

○ 教職実践演習（仮称）は、教職課程の他の授業科目の履修や教職課程外での様々な活動を通じて、

学生が身に付けた資質能力が、教員として最小限必要な資質能力として有機的に統合され、形成さ

れたかについて、課程認定大学が自らの養成する教員像や到達目標等に照らして最終的に確認する

ものであり、いわば全学年を通じた「学びの軌跡の集大成」として位置付けられるものである。学

生はこの科目の履修を通じて、将来、教員になる上で、自己にとって何が課題であるのかを自覚し、

必要に応じて不足している知識や技能等を補い、その定着を図ることにより、教職生活をより円滑

にスタートできるようになることが期待される。 

○ このような科目の趣旨を踏まえ、本科目には、教員として求められる以下の４つの事項を含める

ことが適当である。 
①使命感や責任感、教育的愛情等に関する事項 
②社会性や対人関係能力に関する事項 
③幼児児童生徒理解や学級経営等に関する事項 
④教科・保育内容等の指導力に関する事項 

○ また、本科目の企画、立案、実施に当たっては、常に学校現場や教育委員会との緊密な連携・協

力に留意することが必要である。 

２．授業内容例 

○ 上述のような本科目の趣旨を考慮すれば、授業内容については、課程認定大学が有する教科に関

する科目及び教職に関する科目の知見を総合的に結集するとともに、学校現場の視点を取り入れな

がら、その内容を組み立てていくことが重要である。具体的には、以下のような授業内容例が考え

られる。 

○ 様々な場面を想定した役割演技（ロールプレーイング）や事例研究のほ 主として①に関連 
か、現職教員との意見交換等を通じて、教職の意義や教員の役割、職務内

容、子どもに対する責務等を理解しているか確認する。 
○ 学校において、校外学習時の安全管理や、休み時間や放課後の補充指導、 主として①、③に関

遊びなど、子どもと直接関わり合う活動の体験を通じて、子ども理解の重 連 
要性や、教員が担う責任の重さを理解しているか確認する。 

○ 役割演技（ロールプレーイング）や事例研究、学校における現地調査（フ 主として②に関連 
ィールドワーク）等を通じて、社会人としての基本（挨拶、言葉遣いなど）

が身に付いているか、また、教員組織における自己の役割や、他の教職員

授業内容例 
含めることが必要

な 
事項との関連 
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と協力した校務運営の重要性を理解しているか確認する。 
○ 関連施設・関連機関（社会福祉施設、医療機関等）における実務実習や 主として②に関連 
現地調査（フィールドワーク）等を通じて、社会人としての基本（挨拶や

言葉遣いなど）が身に付いてるか、また、保護者や地域との連携・協力の

重要性を理解しているか確認する。 
○ 教育実習等の経験を基に、学級経営案を作成し、実際の事例との比較等 主として②、③に関

を通じて、学級担任の役割や実務、他の教職員との協力の在り方等を修得 連 
しているか確認する。 

○ いじめや不登校、特別支援教育等、今日的な教育課題に関しての役割演 主として③に関連 
技（ロールプレーイング）や事例研究、実地視察等を通じて、個々の子ど

もの特性や状況に応じた対応を修得しているか確認する。 
○ 役割演技（ロールプレーイング）や事例研究等を通じて、個々の子ども 主として③に関連 
の特性や状況を把握し、子どもを一つの学級集団としてまとめていく手法

を身に付けているか確認する。 
○ 模擬授業の実施を通じて、教員としての表現力や授業力、子どもの反応 主として④に関連 
を活かした授業づくり、皆で協力して取り組む姿勢を育む指導法等を身に

付けているか確認する。 
○ 教科書にある題材や単元等に応じた教材研究の実施や、教材・教具、学 主として④に関連 
習形態、指導と評価等を工夫した学習指導案の作成を通じて、学習指導の

基本的事項（教科等の知識や技能など）を身に付けているか確認する。 

（注）授業内容例は、どのような授業を行えば、学生が教員として最小限必要な資質能力の全体を

修得しているか（理解しているか、身に付いているか）確認できるかを例示したものである。 
課程認定大学においては、本科目の中で、上述の授業内容例を必ずしもすべて行う必要はな

く、科目に含めることが必要な事項①～④が全体として確認できるよう、適宜、組み合わせて

授業を編成することが望ましい。 

３．到達目標及び目標到達の確認指標例 

含めることが 
必要な事項 

到達目標目標 到達の確認指標例 

①使命感や責任

感、教育的愛情

等に関する事項 

○ 教育に対する使命感や情熱

を持ち、常に子どもから学び、

共に成長しようとする姿勢が

身に付いている。 
○ 高い倫理観と規範意識、困難

に立ち向かう強い意志を持ち、

自己の職責を果たすことがで

きる。 
○ 子どもの成長や安全、健康を

第一に考え、適切に行動するこ

とができる。 

○ 誠実、公平かつ責任感を持って子ども

に接し、子どもから学び、共に成長しよ

うとする意識を持って、指導に当たるこ

とができるか。 
○ 教員の使命や職務についての基本的

な理解に基づき、自発的・積極的に自己

の職責を果たそうとする姿勢を持って

いるか。 
○ 自己の課題を認識し、その解決に向け

て、自己研鑽に励むなど、常に学び続け

ようとする姿勢を持っているか。 
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○ 子どもの成長や安全、健康管理に常に

配慮して、具体的な教育活動を組み立て

ることができるか。 

②社会性や対人関

係能力に関する

事項 

○ 教員としての職責や義務の

自覚に基づき、目的や状況に応

じた適切な言動をとることが

できる。 
○ 組織の一員としての自覚を

持ち、他の教職員と協力して職

務を遂行することができる。 
○ 保護者や地域の関係者と良

好な人間関係を築くことがで

きる。 

○ 挨拶や服装、言葉遣い、他の教職員へ

の対応、保護者に対する接し方など、社

会人としての基本が身についているか。 
○ 他の教職員の意見やアドバイスに耳

を傾けるとともに、理解や協力を得なが

ら、自らの職務を遂行することができる

か。 
○ 学校組織の一員として、独善的になら

ず、協調性や柔軟性を持って、校務の運

営に当たることができるか。 
○ 保護者や地域の関係者の意見・要望に

耳を傾けるとともに、連携・協力しなが

ら、課題に対処することができるか。 
③幼児児童生徒理

解や学級経営等

に関する事項 

○ 子どもに対して公平かつ受

容的な態度で接し、豊かな人間

的交流を行うことができる。 
○ 子どもの発達や心身の状況

に応じて、抱える課題を理解

し、適切な指導を行うことがで

きる。 
○ 子どもとの間に信頼関係を

築き、学級集団を把握して、規

律ある学級経営を行うことが

できる。 

○ 気軽に子どもと顔を合わせたり、相談

に乗ったりするなど、親しみを持った態

度で接することができるか。 
○ 子どもの声を真摯に受け止め、子ども

の健康状態や性格、生育歴等を理解し、

公平かつ受容的な態度で接することが

できるか。 
○ 社会状況や時代の変化に伴い生じる

新たな課題や子どもの変化を、進んで捉

えようとする姿勢を持っているか。 
○ 子どもの特性や心身の状況を把握し

た上で学級経営案を作成し、それに基づ

く学級づくりをしようとする姿勢を持

っているか。 
④教科・保育内容

等の指導力に関

する事項 

○ 教科書の内容を理解してい

るなど、学習指導の基本的事項

（教科等の知識や技能など）を

身に付けている。 
○ 板書、話し方、表情など授業

を行う上での基本的な表現力

を身に付けている。 
○ 子どもの反応や学習の定着

状況に応じて、授業計画や学習

形態等を工夫することができ

る。 

○ 自ら主体的に教材研究を行うととも

に、それを活かした学習指導案を作成す

ることができるか。 
○ 教科書の内容を十分理解し、教科書を

介して分かりやすく学習を組み立てる

とともに、子どもからの質問に的確に応

えることができるか。 
○ 板書や発問、的確な話し方など基本的

な授業技術を身に付けるとともに、子ど

もの反応を生かしながら、集中力を保っ

た授業を行うことができるか。 
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（注１）到達目標は、学生が具体的にどの程度のレベルまで修得している（身に付いている）こと

が必要であるかを示した基本的・共通的な指標である。したがって課程認定大学の判断によ

り、これらの到達目標に加えて別の目標も設定することは可能である。 
（注２）確認指標例は、どのような観点に基づけば、到達目標に達しているかどうか確認できるか

を例示したものである。課程認定大学においては、到達目標との関連を考慮して、適宜、確

認指標例を組み合わせたり、あるいは別の確認指標例を付加して確認を行うことが望ましい。 

４．授業方法等 

○ ２．に示すような内容の授業を効果的に展開するためには、授業方法の面でも、課程認定大学が

有する知見を結集して、理論と実践の有機的な統合が図られるような新たな授業方法を積極的に開

発・工夫することが重要である。具体的には、授業内容に応じて、たとえば教室での役割演技（ロ

ールプレーイング）やグループ討論、実技指導のほか、学校や教育委員会等との協力により、実務

実習や事例研究、現地調査（フィールドワーク）、模擬授業等を取り入れることなどが考えられる。 
（想定される主な授業形式） 
・「役割演技（ロールプレーイング）」 

ある特定の教育テーマ（たとえば、いじめ、不登校等）に関する場面設定を行い、各学生に様々

な役割（たとえば、生徒役、教員役、保護者役等）を割り当てて、指導教員による実技指導も入

れながら、演技を行わせる。 
・「事例研究」 

ある特定の教育テーマに関する実践事例について、学生同士でのグループ討議や意見交換、研

究発表などを行わせる。 
・「現地調査（フィールドワーク）」 

ある特定の教育テーマに関する実践事例について、学生が学校現場等に出向き、実地で調査活

動や情報の収集を行う。 

○ 学生に自己の課題を自覚させ、主体的にその解決に取り組むことを促すため、本科目の履修に当

たっては、役割演技（ロールプレーイング）や事例研究、指導案の作成等の成果を省察する観点か

ら、単に映像記録等を残したり、感想文を書かせるだけではなく、たとえば学生に実践記録を作成

させる等の工夫が求められる。 

○ 受講者数は、演習科目として適正な規模（授業内容、方法等にもよるが、おおむね２０名程度）

とし、演習の効果が最大限に発揮されるよう配慮することが望ましい。 
受講者数が増える場合には、大学の実情に応じて、ティーチングアシスタント（ＴＡ）等を活用

するなど、授業形態の工夫を図る必要がある。 

○ 基礎的な知識や技能について反復し

て教えたり、板書や資料の提示を分かり

やすくするなど、基礎学力の定着を図る

指導法を工夫することができるか。 
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〇
大
学
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教
員
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成
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下
、
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芸
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授
業
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〇
学
校
現
場
の
課
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複
雑
・
多
様
化
す
る
中
、
教
員
養
成
課
程
に
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践
的
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や
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の
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要

作
成
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背
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目
的

全
て
の
大
学
の
教
職
課
程
で

共
通
的
に
修
得
す
る
教
育
内
容

＝
教
職
課
程
コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

地
域
や
採
用
者
の

ニ
ー
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に
対
応
し
た

教
育
内
容

大
学
の
自
主
性
や

独
自
性
を
発
揮
す
る

教
育
内
容

事
項
例

到
達
目
標
（
一
部
抜
粋
）

各
教
科
の
指
導
法

・
学
習
指
導
要
領
に
お
け
る
当
該
教
科
の
目
標
及
び
主
な
内
容
並
び
に
全
体
構
造
を
理
解
し
て
い
る
。

・
学
習
指
導
案
の
構
造
を
理
解
し
、
具
体
的
な
授
業
を
想
定
し
た
授
業
設
計
と
学
習
指
導
案
を
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

特
別
の
支
援
を
必
要
と
す

る
幼
児
、
児
童
及
び
生
徒

に
対
す
る
理
解

・
発
達
障
害
や
軽
度
知
的
障
害
を
は
じ
め
と
す
る
特
別
の
支
援
を
必
要
と
す
る
幼
児
、
児
童
及
び
生
徒
に
対
す
る
支
援

の
方
法
に
つ
い
て
例
示
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

・
「
通
級
に
よ
る
指
導
」
及
び
「
自
立
活
動
」
の
教
育
課
程
上
の
位
置
付
け
と
内
容
を
理
解
し
て
い
る
。

道
徳
の
理
論
及
び
指
導
法

・
道
徳
教
育
の
歴
史
や
現
代
社
会
に
お
け
る
道
徳
教
育
の
課
題
（
い
じ
め
・
情
報
モ
ラ
ル
等
）
を
理
解
し
て
い
る
。

・
学
校
に
お
け
る
道
徳
教
育
の
指
導
計
画
や
教
育
活
動
全
体
を
通
じ
た
指
導
の
必
要
性
を
理
解
し
て
い
る
。

教
育
実
習

（
学
校
体
験
活
動
）

・
教
育
実
習
生
と
し
て
遵
守
す
べ
き
義
務
等
に
つ
い
て
理
解
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
責
任
を
自
覚
し
た
う
え
で
意
欲
的
に

教
育
実
習
に
参
加
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

・
学
習
指
導
要
領
及
び
児
童
又
は
生
徒
の
実
態
等
を
踏
ま
え
た
適
切
な
学
習
指
導
案
を
作
成
し
、
授
業
を
実
践
す
る
こ

と
が
で
き
る
。

【
大
学
関
係
者
】

・
コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
内
容
を
踏
ま
え
て
教
職
課
程
を
編
成

・
シ
ラ
バ
ス
を
作
成
す
る
際
や
授
業
等
を
実
施
す
る
際
に
、
学
生
が

コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
内
容
を
修
得
で
き
る
よ
う
授
業
を
設
計
・
実
施

※
現
行
の
「
教
職
に
関
す
る
科
目
」
に
つ
い
て
作
成
。
「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
に
つ
い
て
も
今
後
順
次
整
備
。

【
採
用
者
（
教
育
委
員
会
関
係
者
、

学
校
法
人
関
係
者
）
】

・
コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
内
容
を
踏

ま
え
た
教
員
採
用
選
考
を
実
施

【
国
（
文
部
科
学
省
）
】

・
教
職
課
程
の
審
査
・
認
定

及
び
実
地
視
察
に
お
い
て
コ

ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
活
用

教
職
課
程
に
お
け
る
位
置
づ
け

活
用
方
法

教
員
を
養
成
す
る
大
学
、
教
員
を
採
用
・
研
修
す
る
教
育
委
員
会
等
、
教
育
制
度
を
所
管
す
る
文
部
科
学
省
等
の
各
関
係
者
が
認
識
を
共
有
し
て
取
組
を
推
進

各
大
学
に
お
い
て
は
、
コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
地
域
の
ニ
ー
ズ
・
大
学
の
独
自
性
等
を
踏
ま
え
て
、
体
系
的
な
教
職
課
程
を
編
成
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